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令和７年２月４日
江別市学校給食の在り方検討委員会資料

リスク分散（災害や食中毒等への対応）

食物アレルギーへの対応

学校給食摂取基準・学校給食衛生管理基準

安定した調理体制

子どもの笑顔があふれる、安全・安心な江別市の給食

食育の推進
地場産品（野菜）

の活用

※第３回江別市学校給食の在り方

検討委員会資料より

江別市の給食の特徴（二本柱）

▍これまでの検討委員会で

確認してきた江別市の学校給

食の特徴、在り方を整理する。
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令和７年２月４日
江別市学校給食の在り方検討委員会資料

リスク分散（災害や食中毒等への対応）

食物アレルギーへの対応

学校給食摂取基準・学校給食衛生管理基準

安定した調理体制

子どもの笑顔があふれる、安全・安心な江別市の給食

食育の推進

子どもの笑顔があふれる、安全・安心な給食を提供するため、

江別市の給食の特徴・強みを、

更に大きくしていく取り組みを進めていく。

地場産品（野菜）
の活用



２.食育の推進
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令和７年２月４日
江別市学校給食の在り方検討委員会資料

▍食育

食育基本法では、食育とは「生きる上での基本であって、知育、徳育、体育の基礎となる

べきものであり、様々な経験を通じて、「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、

健全な食生活を実践することができる人間を育てるもの」と位置付けられている。

▍食育推進計画

食育基本法に基づき、国、道、市において、それぞれ食育推進計画を策定している。

江別市においても、農業振興課所管により、令和６年度～令和１０年度を計画期間とする

「第４次江別市食育推進計画」を策定し、各種計画との整合を図りながら推進している。
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令和７年２月４日
江別市学校給食の在り方検討委員会資料

▍江別市の食育

第４次江別市食育推進計画に基づき、各分野において、食育が進められている。

江別市の食育

保健分野

福祉分野

農商工分野

環境分野

教育分野

各年代を通じて、健康寿命の延伸を目標に、健康診査、健康

教育・相談、健康づくりを推進する。

幼児期へは、保育園等の園児への給食の提供を通じて、適正

な栄養管理を行うとともに、食を育む力の基礎を養う。

小中学生へは、生産・流通・加工・販売などに係る多様な体

験や施設見学などを通じて、食の大切さや理解を深める。

食品ロスの削減に関心を持つための啓発活動を推進する。

生きる力を身に付けていくための食習慣への理解を広げ

るため、学校給食の提供及び栄養教諭による指導を行う。

江別産農畜産物を学校給食に取り入れることで、郷土に

対する親しみが湧き、食に対する正しい理解につなげる。
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令和７年２月４日
江別市学校給食の在り方検討委員会資料

▍学校給食における食育の推進

学校給食における「食育」を、より大きく進めていくためには、様々な手法（歯車）が

噛み合うことが大事である。

食育推進

連携
民間
活用

人員
配置

食育を「維持」するではなく

「推進」していく。

組織
横断
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令和７年２月４日
江別市学校給食の在り方検討委員会資料

▍学校給食における食育の推進②

各分野が実施している食育と学

校給食を活用して実施している食

育の情報を共有していく。

民間
活用

民間事業者が持つ食育ノウハウ

を活用し、異なる角度から食育を

推進していく。

人員
配置

栄養教諭(道費.市費)、栄養士

(市費)等の配置により、食育推進

に必要な人数を確保していく。

連携

児童生徒・保護者・学校・地元

生産者・行政がつながりを深めな

がら連携していく。

組織
横断
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令和７年２月４日
江別市学校給食の在り方検討委員会資料

▍江別市の宣言

【江別市健康都市宣言】

（平成２９年４月１日発表）

【江別市子どもが主役のまち宣言】

（令和６年１１月２０日発表）

学校給食の提供、食に関する指導においても、宣言の主旨に沿って実践していく。

すべての市民が生涯を通じて

健康に過ごせる健康意識の向上

子どもたちがいつも笑顔でいられ

健やかな成長が保証される
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

45.9 49.4 44.6 39.8 42.1 37 41.5 52.2 43.4 43.5 39.8

▍地場産野菜の使用率の向上

事務事業評価表において、「地場産野菜の使用率」を成果指標に定めている。

目標を５０％としているが、例年４０％前後の使用率となっている。

令和７年２月４日
江別市学校給食の在り方検討委員会資料
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

献立次第で江別市産の野菜を使用できるか、天候による影響など、様々な要因が

絡みますが、地元生産者との密な連携により、使用率の向上を図っていく。

【江別市の地場産野菜使用率】



江別市の学校給食の在り方を

実現するための手段
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検討課題
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・人材不足（調理員等不足）

・施設老朽化

令和７年２月４日
江別市学校給食の在り方検討委員会資料

施設更新については、３案に絞ってきた。

統合センター新築案／対雁調理場新築案／民間事業者デリバリー方式導入案

調理体制については、「これまで培ってきたノウハウを活かすため、できる
限り、直営調理体制を維持したい考えであるが、安定的な調理体制維持のた
め、9000食の直営体制の規模縮小を検討していきたい。」としている。
（結論保留中）

各課題について、検討委員会で議論を重ね、



人手不足・労働人口の減少
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▍調理師免許交付数の推移（再掲：第１回検討委員会資料より）

平成２０年度には、42,000件あった免許交付数は、令和３年度には、28,000件になり、

２/３（33％減）となっている。

江別市が採用している調理補助員は、必ずしも免許保有を要件としていないが、調理に

携わる労働人口が減ってきていることがわかる。

令和７年２月４日
江別市学校給食の在り方検討委員会資料

調理員 調理補助員

令和６年 １１ ４９

うち調理師
免許保有者

１１ ５

（参考：江別市）
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▍道内有効求人倍率の推移

職業全体では、１倍前後の有効求人倍率となっているところ、調理に関しては、２.５倍

前後の倍率で推移している。加えて、調理に関する求職者数は、減少傾向にある。

令和７年２月４日
江別市学校給食の在り方検討委員会資料

（単位：倍、人）

H29年3月H30年3月H31年3月 R2年3月 R3年3月 R4年3月 R5年3月 R6年3月 R6年11月

有効求人倍率 1.05 1.14 1.19 1.09 0.96 1.03 1.05 0.99 0.99

求人数 92,369 94,543 96,163 84,844 83,701 89,752 90,357 84,933 79,079

求職者数 88,095 82,970 81,046 77,672 86,855 87,145 86,093 85,876 80,057

有効求人倍率 2.44 2.73 2.69 2.40 1.66 2.32 2.73 2.66 2.57

求人数 6,385 6,841 6,550 5,789 4,776 5,761 5,943 5,519 5,421

求職者数 2,621 2,502 2,432 2,411 2,871 2,478 2,178 2,072 2,108

※北海道労働局「月別職種別、求人・求職・賃金状況」資料より

職業計

調理人

調理見習

※有効求人倍率…求職者1人に対して何件の求人があるかを示す指標

有効求人数を有効求職者数で割って算出し、倍率が1を上回れば求職者の数よりも人を探している

企業数が多く、下回れば求職者の数のほうが多いことを示します。

▍（厚生労働省）ハローワーク求人統計データ

（単位：倍）

全国 北海道

給食調理員 有効求人倍率 3.77 2.76

※厚生労働省職業情報提供サイト「jobtag」より

令和５年度
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▍道内の調理委託化の状況

調理員の確保が難しくなっている状況に対し、調理委託等で対応する自治体がある。

令和７年２月４日
江別市学校給食の在り方検討委員会資料

自治体名 調理委託開始 委託経緯

滝川市 令和３年８月～ 調理員の確保が難しくなっている

陸別町 令和４年４月～ 待遇面の向上、人手不足への対応のため委託

黒松内町 令和４年８月～ 調理員の確保が難しくなっているため、給食センター新築にあわせて調理委託

芽室町 令和５年４月～
調理員の確保が難しくなっているため、一部シルバー人材を活用
（下処理、洗浄業務の一部）

浜中町 令和６年４月～ 調理員の確保が難しくなっている

標茶町
令和７年４月～

（予定）
調理員の確保が難しくなっている

※電話による聞き取り

これまでの情報に加え、今回提示した情報も判断材料として、第５回検討委員会か

らの継続審議である、「今後の調理体制」について議論いただきたいと思います。


